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研究成果の概要（和文）：コーポレート・ガバナンスの視点から、取締役会形態が企業の環境条

件に応じて変化することを、日本企業のガバナンス改革の実態を捉えることにより、解明をし

た。（生産）財の特殊性が高く、組織アーキテクチャが情報共有型であり、株主の影響力が弱

い企業では、従来型の日本のガバナンス形態の特徴を帯びた社内出身者から構成される取締役

会形態をもつことが多い一方で、(生産)財が比較的コモディティ化しており、情報異化型なら

びに、分権的ヒエラルキー型の組織アーキテクチャをもち、かつ株主の影響力が強いような特

徴を帯びた企業では、社外取締役から構成され、委員会が設置されている取締役会を採用する

ケースが多いことが確認できた。その上で、このような組織特性や株主所有構造のようなコン

ティンジェンシー要因とガバナンス形態との間の適合性が企業業績に正の影響を与えているこ

とを実証した。 

 

 

研究成果の概要(英文)：On the view of corporate governance, this study proposed that the 

structure of corporate board is changed in accordance with corporate context and 

environment, by investigating of Japanese corporate governance reforms. While the 

corporation in which assets specialty is high and organizational architectures is 

characterized by assimilated information structure and stockholders are not influential 

on corporate management, set up the insider-occupied board with conventional Japanese 

corporate governance characteristics, the corporation that asset specialty is low and 

built in organizational structure with Differentiated Information structure or 

Decentralized hierarchy, also, stockholders put a pressure on business management, adopt 

outsider-dominant board with board commit and US-style governance system. Furthermore, 

this study could demonstrate that the coherence between contingency factors, like 

organizational characteristic, stock-holding-structure, and corporate governance 

systems have a positive correlation with corporate performance. 
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１．研究開始当初の背景 

コーポレート・ガバナンスの制度改革に
する論議において、取締役会内で社外取締役
の割合を増加させ、取締役会の独立性を確保
することが「唯一最善の方法(one best way)」
として捉えられる傾向が強かった。このこと
は、Dimaggio and Powell(1983)が提唱した
「同型性(isomorphism)」概念に表わされる
ように、企業は社会規範や法制度の要請と同
じようにガバナンス形態を企業が具備する
ことにより、社会から正当性を獲得し、環境
の不確実性を回避する上で最善な方法とし
て考えられている社会的な背景があること
を示している。このアプローチは国家・社会
ごとのガバナンス制度やシステムの形成や
その相違点について考察する上で有効とな
るが、企業の個別事情に応じた特殊なガバナ
ンス問題を捉える上では不十分となる。 

現実の企業を取り巻く不確実性の高い    
環境条件を考慮しながら、この環境条件に動
態的に適合したコーポレート・ガバナンス体
制を築くことが企業に求められてくる。 

そのため、有効なガバナンスが保証される
ための取締役会の機能と環境条件に関する
コンティンジェンシー・モデルを構築するこ
とを本研究において試みた次第である。 
 
２．研究の目的 

Zahra and Pearce(1989)、Nicholson and 
Kiel(2009)の研究において、取締役会機能と
環境条件との関係性について検討が行われ
ている。これらの既存研究にもとづきコーポ
レート・ガバナンスが企業の環境適応に果た
す役割を導出することを目指した。 
まず、コーポレート・ガバナンスに影響を

与える内部環境条件として組織内の情報処
理や意思決定プロセスを表す組織アーキテ
クチャ(青木，1996)、ならびに、生産財の特
殊性・稀少性を表す製品アーキテクチャ(藤
本，2003)捉え、外部条件として株式所有構
造、企業の製品市場における動態性を特定し
た。既存研究が環境における「要因」の特定・
把握に努めていたのに対して、本研究では要
因間の関係性や組み合わせが、コーポレー
ト・ガバナンス形態に影響を及ぼすプロセス
の解明を目的とした。 
このような視点から企業の環境適応力を高

めるコーポレート・ガバナンスの概念フレー
ム ワークを構築した。さらに、このフレー
ムワーク に基づいて、環境条件と取締役会

機能との適合性 について日本企業を事例に
とることにより実証分析を行った。 
 
３．研究の方法 
 企業の環境適応能力を高めるという視点
から、環境と企業との相互作用の中でコーポ
レート・ガバナンスが企業特殊資産の形成に
も影響を及ぼしていると仮定した。そのため、
チーム生産理論を援用することにより、第 3
者的な立場(mediating hierarchy)で取締役
会がステーク・ホルダーに対する資源(レン
ト)配分を決定し、このことが企業ごとのガ
バナンスに大きな影響を与えるプロセスを
探索しようとした。 
 そのため、研究手法として Yin(2009)のケー
ス・メソッド、とりわけ、パターン適合
(pattern matching)の定性的研究手法を取り
入れた。定性的研究手法は、変数および、変
数間関係の把握に努める統計的な計量分析
とは異なり、一般的傾向からはずれた事例や
例外を誤差として排除せず、現象の多様性や
因果関係の複雑性を描写することが可能と
なる。 
パターン適合では、理論から仮説として導

出されたパターンをいくつか提示した上で、
そのパターンに対して現実のケースを当て
はめていく。予測されたパターンをケースか
ら得られたパターンと比較し、両者の整合性
が高ければ、理論から導出されたパターンの
妥当性が確保されることになる。 
 
４．研究の成果 
(1)取締役会が企業の環境適応を促進するガ
バナンスを行う上で、重要な課題は、企業の
特殊資産を如何に蓄積させるかということ
である。本研究では、Blair and Stout(1999)
により提唱されたチーム生産理論のアプロ
ーチを採用した。チーム生産理論において企
業のステーク・ホルダーは、企業価値創造に
対して何らかの貢献をしていると仮定する。
取締役会は、企業特殊資産形成の観点から
様々なステーク・ホルダーの利害を調整する
第三者＝調停者として位置付けている。すな
わち、取締役会は、組織能力蓄積や生産要素
構築に影響を与えるステーク・ホルダーに対
して適切にレントの配分を行うことが求め
られてくる。本研究では、企業を取り巻く環
境が変化する中で、取締役会が生産要素や組
織能力を考慮したガバナンスを行うプロセ
スを描写することができた。さらに、企業特



殊資産形成の観点から、環境条件と取締役会
機能との関係性を示すコンティンジェンシ
ー・フレームワークを構築することができた。 
 
(2) Yin(2009)のパターンマッチングを用い
ることにより、上記の環境条件と取締役会機
能に関するコンティンジェンシー・フレーム
ワークに対して、一部上場の日本企業のガバ
ナンス形態をサンプルとして実証研究を行
った。その結果、組織アーキテクチャが情報
共有型であり、生産財の特殊性が高い場合、
従来型の日本のガバナンス形態の特徴を帯
びた社内出身者から構成される取締役会形
態をもつことが多い一方で、生産財が比較的
コモディティ化しており、垂直的ヒエラルキ
ーに基づく組織アーキテクチャをもち、株主
の影響力が強い企業では、取締役会のほとん
どを社外取締役で構成し、委員会を設置する
ような米国型のガバナンス形態をもつケー
スが多いことが確認できた。 
 すなわち、組織アーキテクチャ・生産財の
特殊性・株式所有構造・製品市場の動態性と
のプロセスとコーポレート・ガバナンス形態
とのパターンが上記の流れと一貫している
場合、ROA などの業績指標が高く示される一
方で、一連のプロセスとガバナンス形態が不
整合なケースでは、企業業績が比較的低くな
る結果を示すことができた。 

このことは、組織プロセスならびに、外部
コンテクストと適合的なコーポレート・ガバ
ナンス形態をもつことが企業に求められる
ことを示している。本研究において、コンテ
クストに応じてコーポレート・ガバナンス形
態が異なる取締役会に関するコンティンジ
ェンシー・フレームを提示し、日本企業を対
象に実証をするという目的をある程度、達成
することができた。 
 ただし、本研究で構築したコンティンジェ
ンシー・フレームワークは、制度的コンテク
ストを中心に要因の特定を行ったため、精緻
なコンティンジェンシー要因の特定と要因
間の関連性へのさらなる検討が今後の課題
となる。 
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